
1 
 

平成２５年９月２０日  

 

各 位  

 

会 社 名 セ ン コ ー 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 福 田  泰 久

 （コード： ９０６９ 東証第１部） 

問 合 せ 先 執行役員 広報担当 佐々木 信郎

 （ＴＥＬ． ０６－６４４０－５１５５） 

 

 

アスト株式会社との資本業務提携及び 

過半数の株式の取得に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成２５年９月２０日開催の取締役会において、以下のとおり、アスト株式会

社（以下「アスト」）との間で、資本業務提携を行うこと、及びアストが発行する株式の

過半数を取得することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．資本業務提携及び株式取得の理由  

当社は、流通情報企業としてお客様ニーズの多様化、高度化に対応するため、

サプライチェーン全体の効率化・最適化に取り組んでおり、近年は物流機能の

提供だけにとどまらず、商流分野である商事・貿易事業に進出し、商流・物流

一体型事業の拡大を進めています。  
また当社は、大手スーパー、ホームセンター、ドラッグストア、百貨店、専

門チェーン等の量販・小売分野の物流事業を展開しており、そのノウハウはお

客様から高い評価をいただいています。  
 
一方、アストは国内最大規模の家庭紙専門商社として、家庭用及び業務用の

紙製品を中心に、全国的なネットワークで、商品開発から調達・物流・販売ま

でを一貫して行っており、更なる販売力の拡大と、海外調達を含む効率的な流

通・物流サービスの構築を目指しています。  
特に、アストは「工場を持たないメーカー」として、取引企業と共同で新製

品開発を行う等、製造と量販・小売店への商流及び物流の直納入ができること

を、事業の特徴と強みにしています。  
 
今回、当社の持つ量販・小売分野の物流ノウハウと、アストの持つ小売業界

などへの販売力を一体化させて、商品の企画・調達からエンドユーザー配送ま
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で、海外を含めた、製造から販売までワンストップの商流・物流一体型のビジ

ネスモデルを構築し、両社の事業拡大と新規顧客開発が行えると判断し、資本

提携することに至りました。  
 
２．資本業務提携の内容  
 （１）業務提携の内容  

①当社は量販・小売物流のノウハウ、ネットワークを生かして、アスト

の仕入れメーカー等からの商品調達物流と得意先への高度な納品サ

ービスを提供し、アストの販売力強化に寄与するとともに、アストの

取引先を中心に物流事業の拡大を目指します。  
また、アストの持つ独自商品を当社グループの商事・貿易部門と連携

させることで、一層の商事・貿易事業の拡大を目指します。  
 

②アストは、既存得意先に対する商品企画・販売機能及び調達サポート

機能を強化・発展させ、更なる信頼関係構築を図るとともに、当社の

物流及び情報機能を活用することで、コスト低減と製造から販売まで

を一貫させた最適な物流システムの構築、さらにはセンコーグループ

の量販・小売顧客への販売を通じて、事業拡大を目指します。  
 
 （２）資本提携の内容  

当社は、本資本業務提携の実効性をより高める観点から、アスト株式

の過半数を取得することを前提としており、本日付で、すでに、アスト

の過半数の株式を保有する株主との間で公正取引委員会の承認を停止条

件とする株式譲渡契約を締結するとともに、当該株主以外の株主に対し

ては、本日以後、アスト株式の譲渡の申入れを開始し、譲渡に応じる株

主の保有分については、すべて取得する方針です。  
 

３．異動する子会社（アスト株式会社）の概要  

（１）  名 称 アスト株式会社  

（２）  所 在 地 大阪市中央区内平野町２－４－７  

（３）  代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長  林 裕之  

（４）  事 業 内 容 家庭紙及び日用雑貨の卸売業 等  

（５）  資 本 金 １００百万円  

（６）  設 立 年 月 日 平成１５年１月６日  

（７）  大 株 主 及 び持 株 比 率 

普通株式（発行済株式総数 377,458 株）  

株式会社共立不動産     ３６．９％  

アスト株式会社社員持株会  １０．３％  

甲種類株式（発行済株式総数４株）  

同社取締役４名      １００．０％  



3 
 

（８）  上 場 会 社 と当 該 会 社 
と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、
人的関係及び取引関係はありません。また、当社の
関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会
社の間には、特筆すべき資本関係、人的関係及び取
引関係はありません。  

（９）  当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態  

決算期
平成 23 年 

３月期 
平成 24 年 

２月期（注１） 
平成 25 年 

２月期 

 純 資 産 6,099 百 万 円 6,355 百 万 円 6,715 百 万 円

 総 資 産 14,840 百 万 円 12,435 百 万 円 12,587 百 万 円

 １ 株 当 た り 純 資 産 16,159 円 16,838 円 17,791 円

 売 上 高 46,194 百 万 円 40,504 百 万 円 45,074 百 万 円

 営 業 利 益 454 百 万 円 160 百 万 円 375 百 万 円

 経 常 利 益 656 百 万 円 399 百 万 円 640 百 万 円

 当 期 純 利 益 382 百 万 円 266 百 万 円 354 百 万 円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 1,015 円 706 円 939 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 60 円 55 円 60 円

（注１）平成 24 年２月期は決算期変更のため 11 ヶ月間の変則決算です。  

 

４．株式取得の相手先の概要  

（１） 名 称 株式会社共立不動産 

（２） 所 在 地 大阪市中央区内平野町２－３－１１－１０１ 

（３） 代 表 者 の役 職 ・氏 名 代表取締役社長  林 裕之 

（４） 事 業 内 容 不動産賃貸業 

（５） 資 本 金 １００百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和４３年９月２１日 

（７） 純 資 産 ４０４百万円 

（８） 総 資 産 ４０８百万円 

（９） 大株主及び持株比率 
同社取締役４名        ６０．０％ 

その他株主５名（個人）    ４０．０％ 

（10） 
上 場 会 社 と 
当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への
該 当 状 況

当該会社の代表取締役社長は、アス

トの代表取締役社長を兼務してお

ります。 
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（１） 氏 名 林裕之他アスト取締役２名：個人 

（２） 
上 場 会 社 と 
当 該 個 人 の 関 係 

特筆すべき資本関係、人的関係及び取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並

びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆す

べき資本関係、人的関係及び取引関係はありません。

 

５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況  

（１） 
異 動 前 の 

所 有 株 式 数 

普通株式０株 

（議決権の数 ： ０個） 

（所有割合 ： 0.0％） 

甲種類株式０株（注２） 

（議決権の数 ： ０個） 

（所有割合 ： 0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 

普通株式 196,555 株 

（議決権の数 ： 196,555 個） 

（発行済株式数に対する割合 ： 52.1％） 

甲種類株式３株 

（議決権の数 ： ３個） 

（発行済株式数に対する割合 ： 75.0％） 

（３） 取 得 価 額 

アスト株式会社の株式（普通・甲種類）：3,538 百万円

（注３） 

アドバイザリー費用等（概算額）   ：   10 百万円

合計（概算額）           ：3,548 百万円

（４） 
異 動 後 の 

所 有 株 式 数 

普通株式 196,555 株 

（議決権の数 ： 196,555 個） 

（所有割合 ： 52.1％） 

甲種類株式３株 

（議決権の数 ： ３個） 

（所有割合 ： 75.0％） 

（注２）株主総会及び取締役会において決議すべき事項の全部につき、その決議

のほか、甲種類株主による種類株主総会の決議を要するものです。なお、

法令上の決議要件を加重する定款の定めはないため、６６．７％以上の

甲種類株式保有者の賛成により、会社法第３２４条第２項に定める特殊

決議を含む全ての決議事項について、種類株主総会決議を得ることが可

能となります。  

（注３）普通株式及び甲種類株式の１株当たりの取得価額は同一です。  

 

 

 

 



5 
 

６．日程  

（１） 契 約 締 結 日 平成２５年９月２０日  

（２） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成２５年１０月下旬（注４）  

（注４）公正取引委員会の承認を停止条件として取得することとしております。  

 

７．今後の見通し  

平成２５年１１月からアストの連結開始を予定しております。これに伴う当

社の平成２６年３月期の連結業績への影響につきましては現在精査中です。  

 

（参考）当期連結業績予想（平成２５年４月２５日公表分）及び前期連結実績  

 連結 

営業収益 

連結 

営業利益 

連結 

経常利益 

連結 

当期純利益 

当期連結業績予想
（平成 26 年 3 月期）

310,000 百 万 円 11,000 百 万 円 11,000 百 万 円 6,000 百 万 円

前期連結実績 
（平成 25 年 3 月期）

293,534 百 万 円 9,908 百 万 円 10,100 百 万 円 5,202 百 万 円

 

以 上 


